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平成22年7月1日 お知らせNo.175

　平成21年中の所得が確定したことに伴い、平成22年度の保険料
が決まりました。７月中旬に被保険者のみなさんへ「平成22年度
後期高齢者医療保険料額決定通知書」を郵送します。 ■問い合わせ先

国保医療課後期高齢者医療係　☎（36）１３４８

♦後期高齢者医療保険料♦

病
院
な
ど
に
支
払
う
自
己
負
担
額

＋

医療費総額

医療給付費

公費(税金)約５割

国:県:市＝4:1:1

支援金約4割

(現役世代の負担)

約
１
割

＊総所得金額等とは、平成21年中の「給与収入 
　−給与所得控除」「事業収入−必要経費」「公的
　年金収入−公的年金等控除」などで、各種所得
　控除前の金額
＊保険料は、年額50万円が上限です

保
険
料

被保険者
均等割額

52,213円
＝ ＋

所得割額

総所得金額等（＊）

ー33万円

(基礎控除額)

所得割率

9.87％

被保険者が負担する保険料

×

介護保険料と合わせた保険料額
年金額の2分の１を超えない人 年金額の２分の１を超える人

特別徴収（年金天引き） 普通徴収（納付書・口座振替）
●年金の定期支払（年６回）時に、保
　険料を天引き
●天引きされる年金は、原則として介
　護保険と同じ
＊年額18万円以上の年金を受給して
　いる場合も特別徴収の対象になる年
　金の優先順位で、年金からの天引き
　にならない場合あり
＊障害・遺族年金は天引きの対象ですが、非課税年金のため、保険料の算定の基
　準になる所得には含まれません

●同封の納付書などで、各納付期限ま
　でに金融機関で納める
＊納付期限（口座振替日）は、７月か
　ら翌年３月の各月末日。土・日曜日、
　祝日のときは金融機関の翌営業日
●口座振替をおすすめします

年 金 受 給 額
年額18万円以上 年額18万円未満

被保険者均等
割額軽減割合

軽減後の均等割額（年額）
同一世帯内の被保険者と世帯主の軽

減対象所得金額（注１）の合計額平成21年度 平成22年度

９割軽減 5,093円 5,221円
【33万円（基礎控除額）】以下で、 
【被保険者全員が年金収入80万円以
下（そのほか各種所得がない）】

８.５（７）割軽減 7,640円 7,831円 【33万円（基礎控除額）】以下

５割軽減 25,467円 26,106円 【33万円（基礎控除額）＋24.5万円×
被保険者（世帯主を除く）の数】以下

２割軽減 40,748円 41,770円 【33万円（基礎控除額）＋35万円×被
保険者の数】以下

注１：軽減対象所得金額は、基本的には総所得金額等と同じですが、公的年金等収入の
場合、「公的年金等収入－公的年金等控除－15万円」となるなど、例外がありま
す

平成22年度の保険料が決定平成22年度の保険料が決定

●
保
険
料
の
決
ま
り
方

（
計
算
方
法
）

　
保
険
料
は
、
平
成
21
年
中
の

所
得
金
額
と
世
帯
（
＊
）
の
状

況
を
基
に
算
定
し
て
決
定
し
ま

す
。

＊
「
世
帯
」
は
、
平
成
22
年
４

月
１
日
時
点
の
世
帯
（
75
歳

に
な
る
人
、
県
外
か
ら
の
転

入
者
な
ど
は
そ
の
時
点
）
を

基
準
に
し
て
い
ま
す

▽
保
険
料
は
、
県
内
同
一
の
基

準
で
算
定

▽
保
険
料
は
加
入
者
一
人
ひ
と

り
に
か
か
り
ま
す

▽
保
険
料
は
被
保
険
者
全
員
が

負
担
す
る
「
被
保
険
者
均
等

割
額
」
と
所
得
に
応
じ
て
負

担
す
る
「
所
得
割
額
」
の
合

計

▽
今
年
度
は
２
年
ご
と
に
実
施

す
る
保
険
料
率
（
被
保
険
者

均
等
割
額
、
所
得
割
率
）
の

改
定
を
実
施
し
て
い
ま
す

▽
総
所
得
金
額
等
が
33
万
円
以

下
の
場
合
は
所
得
割
は
か

か
り
ま
せ
ん

●
保
険
料
の
軽
減

　
平
成
22
年
度
は
、
平
成
21
年

度
に
引
き
続
き
、
被
保
険
者
均

等
割
額
の
７
割
軽
減
に
該
当
す

る
人
は
、
８
・
５
割
の
軽
減
に

な
り
ま
す
。
従
来
の
９
割
、
５

割
、
２
割
軽
減
の
要
件
は
変
わ

り
ま
せ
ん
。

▽
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
に
加

入
す
る
前
日
ま
で
「
会
社
な

ど
の
健
康
保
険
の
被
扶
養

者
」
だ
っ
た
人
は
、
被
保
険

者
均
等
割
額
が
９
割
軽
減
に

な
り
ま
す
。
所
得
割
額
は
か

か
り
ま
せ
ん

▽
総
所
得
金
額
等
が
91
万
円
以

下
の
人
は
所
得
割
額
が
５
割

軽
減
に
な
り
ま
す

●
保
険
料
の
減
免
制
度

　
災
害
や
失
業
な
ど
で
保
険
料

の
納
付
が
困
難
に
な
っ
た
時

は
、
保
険
料
が
減
免
で
き
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
問

い
合
わ
せ
を
。

●
保
険
料
の
納
付
方
法

　
受
給
し
て
い
る
年
金
の
額
な

ど
で
、「
年
金
か
ら
天
引
き
さ

●
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）

　
か
ら
口
座
振
替
へ
変
更
可

　
希
望
す
る
人
は
７
月
30
日

（
金
）
ま
で
に
国
保
医
療
課
に

申
請
を
す
る
と
、
10
月
支
給
分

か
ら
年
金
天
引
き
で
は
な
く
、

口
座
振
替
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

　
た
だ
し
、
保
険
料
の
滞
納
が

あ
る
場
合
は
、
口
座
振
替
の
変

更
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ

り
ま
す
。

＊
年
金
天
引
き
と
な
る
の
は
、

年
金
受
給
額
が
年
額
18
万
円

以
上
で
、
介
護
保
険
料
と
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
合

計
額
が
年
金
受
給
額
の
２
分

の
１
を
超
え
な
い
人

●
社
会
保
険
料
控
除
の
対
象

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

は
、
所
得
税
と
住
民
税
の
申
告

時
に
、
社
会
保
険
料
控
除
の
対

象
に
な
り
ま
す
。

　
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）

か
ら
口
座
振
替
へ
変
更
し
た
場

合
、
社
会
保
険
料
控
除
は
口
座

振
替
で
支
払
っ
た
人
に
適
用
さ

れ
ま
す
。
世
帯
全
体
の
所
得
税

や
住
民
税
の
負
担
額
が
変
わ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

れ
る
特
別
徴
収
」
と
「
納
付
書

な
ど
で
納
め
る
普
通
徴
収
」
が

あ
り
ま
す
（
左
表
参
照
）。


